
地方創生の概要と 
本市の人口動向分析 

※出典 
 国（まち・ひと・しごと創生本部）提供の地域経済分析システム 
 よりデータを抽出 
 ・1980～2010年：総務省「国勢調査」 
 ・2015～2040年：国立社会保障・人口問題研究所 
                            「日本の地域別将来推計人口」 
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地方創生（人口減の現実に直面した危機感
のある初めての本格的な地域活性化） 

■平成26年増田リポート：８９６自治体消滅 

■日本の総人口は、2100年に5千万人弱 

■平成26年12月「まち・ひと・しごと創生法」 

■東京への一極集中による人口減対策として、
地域の特性を活かした魅力ある就業機会の創出
や子育て出産等の環境整備により、将来に渡っ
て活力ある日本を維持する 

■石破大臣「地方創生のための時間が残ってい
ないという危機感と今回の地方創生が失敗すれ
ば国が潰れるという切迫感がある」 2 
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図１：本市の人口推移（年別推移） 

・2010年～2040年にかけての推計人口減少率は、約17.1％である。 
 全国的には、2010年～2040年には約16％の減少が見込まれている中で、 
 減少率は全国平均とほぼ同じペースである。 
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図２：本市の人口推移（年齢３区分別の推計増減率） 

2010年 2040年 
推計 
増減率 

総人口 337,998人 280,179人 ▲17.1％ 

老年人口 
(65歳以上) 

79,503人 104,455人 31.4％ 

生産年齢人口 
(15～64歳) 

212,620人 147,656人 ▲30.6％ 

年少人口 
(0～14歳) 

45,875人 28,068人 ▲38.8％ 

・年齢３区分別に見ると、生産年齢人口(15-65歳)の推計減少率は30.6％、 
 年少人口(0-14歳)の推計減少率は38.8％となっている。 
・一方、老年人口(65歳以上)の推計増加率は31.4％となっている。 
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図３：人口ピラミッド（2010年と2040年の比較） 

・2010年は55歳～69歳の層の割合が最も多いが、次いで、地域活動・企業 
 活動において中心となる30～44歳の層が厚い。しかし、2040年には、 
 これらの世代が高齢化し、60～74歳の割合が最も多くなる。 
・また、2040年には、年齢別構成で90歳以上が65～69歳に次いで多くなる。 
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図４：年齢３区分別の人口増減寄与率 

・人口増減率で見ると、生産年齢人口にかかる増減率は2000年に減少に転じて 
 以降、人口減少に大きく寄与している。 
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図５：人口動態（自然増減と社会増減の推移） 

・長らく社会減を上回る自然増により人口を増やしてきたが、 
 2005年には自然増の減少と社会減の増加によりマイナスに転じた。 
・2008年以降は、自然増減数もマイナスに転じている。 
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図６：年齢５階級別純移動数（転入数ー転出数）の時系列分析 

・特定の世代を除き、転入・転出はほぼ均衡している。 
・高校卒業時を中心とする層の転出を防ぎ、大学卒業時を中心とする層の 
 転入を促すことが重要。 

転出 

転入 
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図７：転入転出の内訳（①転出超過の地域、2014年） 

・青色部分は、前橋市にとっての転出超過（転出者数＞転入者数）地域です。 
・東京を中心とする首都圏への転出が多いことが読み取れる。 
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図８：転入転出の内訳（②転入超過の地域、2014年） 

・赤色部分は、前橋市にとっての転入超過（転出者数＜転入者数）地域です。 
・県内または近県を中心とする地域からの転入が多いことが読み取れる。 
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平成26年12月「まち・ひと・しごと創生法」 

■課題・要因 

○東京一極集中による人口減要因 

   →東京の出生率1.13(ex:群馬1.41大阪1.32) 

○東京一極集中要因 →「雇用」 

■対応 

○出生率の引き上げ＝魅力ある地域をＰＲして
地域に人口流入 

○地域で雇用→地域（産官学金労言）による    
雇用創出＜ローカル10000プロジェクト＞ 

○地域活性化→民間活力として分散型エネル
ギーインフラプロジェクト 
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出典：国（まち・ひと・しごと創生本部） 
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前橋市の取組 

 
○平成27年１月「県都まえばし創生本部」 

○構成：創生本部､有識者会議､専門部会､ＷＧ 

○専門部会：「しごと」「転入促進･転出抑制」   

    「結婚･出産･子育て支援」「都市づくり」 

○補正予算 507百万円 

 ・消費喚起生活支援型（368百万円） 

 ・地方創生先行型（139百万円） 

○「地方人口ビジョン」及び「地方版総合戦略」 

                                                     の策定 
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■雇用創出：ローカル10,000プロジェクト 

■地域エネルギーシステムの取組 

■「具体的施策」「産官学金労言」 

■総合戦略に求められること 

 (1)ＫＰＩ（重要業績評価指標）の設定 

 (2)「産官学金労言」の参画・共有 

 (3)PDCAサイクルの実施 

■自治体経営から地域経営 
 

 ⇒総合戦略に基づく新交付金の実施 

 

総合戦略 
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